
平成２５年４月

法務省入国管理局

出入国管理行政の概況について



入国管理局の体制

１

・空港等における出入国審査

・地方入国管理局等における在留審査

・退去強制手続における違反審査等

・難民調査

入国審査官（全国で２，０５０人）

入国警備官（全国で１，５６２人）

法務事務官・法務技官（全国で２６９人）

・不法入国者等の摘発，国外への退去強制

・届出情報に係る事実の調査

・一般的事務・医師，看護師など

【【組織別職員数組織別職員数】】（平成２４年度）（平成２４年度）

3,881 2691,562 2,050 ２４

3,823 2731,571 1,979 ２３

3,714 2691,564 1,881 ２２

3,565 2641,564 1,737 ２１

3,413 2641,523 1,626 ２０

3,268 2571,431 1,580 １９

3,120 2591,367 1,494 １８

2,972 2731,266 1,433 １７

2,833 3071,183 1,343 １６

2,693 3201,101 1,272 １５

2,663 3251,070 1,268 １４

2,565 3371,017 1,211 １３

2,541 347998 1,196 １２

2,533 351978 1,204 １１

2,512 354956 1,202 １０

2,492 358931 1,203 ９

2,458 361915 1,182 ８

2,387 366869 1,152 ７

2,263 364782 1,117 ６

2,097 365770 962 ５

1,930 368668 894 ４

年度 入国審査官 入国警備官 合計
法務事務官
・法務技官

４９人大村入国管理センター

７５人西日本入国管理センター

１４５人東日本入国管理センター

２５２人福岡入国管理局

４１人高松入国管理局

９６人広島入国管理局

５４９人大阪入国管理局

４６１人名古屋入国管理局

１，９４１人東京入国管理局

７３人仙台入国管理局

７３人札幌入国管理局

【【官職別職員数官職別職員数】】（平成２４年度）（平成２４年度）

１２６人本省

入国審査官

入国警備官

（人）（人）



出入国審査手続の流れ

２

外国人の入国審査

○出入（帰）国における空港等での手続

外国人の出入国・・・ 入国時に審査を，出国時にその確認を行う。

日本人の出帰国・・・ 出国時及び帰国時ともに，その確認を行う。

入国審査官に旅券，査証及び
外国人入国記録（ＥＤカード）を
提出し，上陸申請

・個人識別情報の提供
(指紋及び顔写真）
（免除対象者を除く）

入国審査官は旅券，査証，
ＥＤカード等により，上陸のための
条件に適合しているかについて
審査を実施

旅券に上陸許可
の証印

入

国

旅券，査証が真正か

について確認

提供された指紋がブラックリスト
に該当しないか確認。該当して
いる場合，入国を認めない。

■上陸のための条件

①有効な旅券及び（必要な場合は）有効な査証を所持していること

②在留資格該当性等があること

③滞在予定期間が法務省令で定める在留期間に適合すること

④入管法第５条に定める上陸拒否事由に該当していないこと

外国人の出国確認 日本人の出帰国確認

入国審査官
の確認（注１）

旅券に
出国証印

入国審査官に旅券及び
外国人出国記録（EDカード）
を提出

出
国

入国審査官に
旅券を提出

旅券に出国
又は帰国証印

出
帰
国

空
港
到
着

空
港
到
着

空
港
到
着

審

査
参考 在留資格： 入国の際に，入国・在留の目的に応じて，入国審査官から与えられ

る法定の資格。外国人はこの資格の範囲内で活動することができる。

在留期間： 在留資格ごとに，在留できる期間が定められている。

（注１）入国審査官は，提出されたEDカードの記載事項を確認するとともに，当該外国人が，有効な旅券を
所持し，旅券の名義人と所持人が同一人であること及び出国確認留保の対象者ではないことを確認する。

（注２）入国審査官は，日本人が，有効な日本旅券を所持し，旅券の名義人と所持人が
同一人であることを確認する。

入国審査官
の確認（注２）



個人識別情報による上陸審査

３

指紋の提供
顔写真の提供

■平成19年11月，個人識別情報(指紋・顔写真)を利用した上陸審査開始
■偽装指紋対策⇒個人識別情報取得装置の改修

ブラックリスト
被退去強制者

ICPO等警察手配

偽装指紋事例
・特殊なテープを貼り付ける
・指紋を削り取る手術を行う 等
↓
個人識別情報取得装置の改修
・指紋や指の状態を入国審査ブース
内のディスプレイで確認できるように
するなどのシステム改修を行った。



自動化ゲートによる出入（帰）国審査手続

４

出
入
（
帰
）
国
手
続

手
続
完
了

審査ブースで
旅券提出

審査官による
証印の押印

旅券の返却

自動化ゲートで旅券読取り，指紋照合事前
登録

身分事項，指紋等

自動化ゲート

■平成19年11月，日本人・在留外国人の出入（帰）国手続の簡素・円滑化を目的として
導入
■成田空港，関西空港，中部空港，羽田空港に設置

羽田空港羽田空港

①パスポートリーダで旅券読取り

②指紋スキャナで指紋照合

③ゲートオープン

通常ブース



在留審査手続（変更，更新，永住，取得，資格外活動許可）

５

我が国に在留する外国人は，在留目的とする活動を変更する場合には，新たな活動に対応する在留資格への変更

の許可を受ける必要がある。

我が国に在留する外国人が，現に有する在留資格を変更することなく，在留期限到来後も引き続き在留しようとする

場合には，在留期間更新の許可を受ける必要がある。

「永住者」の在留資格は，他の在留資格で我が国に在留する外国人からの永住許可申請及び出生や日本国籍離脱

を理由とした在留資格の取得申請に対し，一定の要件を満たす場合に付与される。

我が国で出生したり，日本国籍を離脱したりして外国人となった者や，日米地位協定に基づき在留資格を要しないで

在留する米国軍人等でその身分を失った外国人が，引き続き６０日を超えて我が国に在留しようとする場合には，在留
資格取得の許可を受ける必要がある。

在留資格により許可された活動以外の就労活動を行うことを希望する場合，資格外活動許可を受ける必要がある。

■我が国に在留する外国人が，当初決定された在留期間を超えて引き続き在留することを希望したり，当
初の在留目的とは異なる在留資格への変更を希望したりするなどの場合は，入管法に基づいて以下の申
請を行い，それぞれ許可を受ける必要がある。

①在留資格変更許可申請 （入管法第２０条）

②在留期間更新許可申請 （入管法第２１条）

③永住許可申請 （入管法第２２条）

④在留資格取得許可申請 （入管法第２２条の２）

⑤資格外活動許可申請 （入管法第１９条）

永住許可に関するガイドライン（原則１０年在留等）等を策定し公表



専門的・技術的分野における外国人の入国・在留状況（在留資格別）

６
※１ 平成２３年までは外国人登録者数
※２ 平成２４年は速報値

専門的・技術的分野の在留外国人数（在留資格別）

67,291 69,395 68,467 67,854 69,793

50,493 46,592 42,634 42,347

25,863 29,030 30,142 31,751 33,887

16,140 14,636 14,881

8,895 9,840 10,908 11,778 12,620
10,070 10,129 10,012 10,106 10,122

21,012 18,928
16,916 13,653 8,910

52,273

17,798 16,786

8,333 8,295 8,050 7,859 7,792

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

H20 H21 H22 H23 H24

人文知識・国際業務 技術 技能 企業内転勤 投資・経営 教育 教授 その他

211,535 212,896 207,227
200,271 200,352

専門的・技術的分野における新規入国者数（在留資格別）

34,994
31,170 28,612 26,112

34,969

7,307

5,245
5,826

5,348

6,1263,363
2,852

4,178

5,216

5,690

4,167
4,113 4,658

4,993

6,799

5,384
3,588 4,178

4,910

2,456

2,639

2,639 2,420

2,595

2,930

2,499

2,339 2,540

2,312

2,761

2,626

2,534 2,289

2,340

9,212

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

H20 H21 H22 H23 H24

興行 企業内転勤 技術 人文知識・国際業務 技能 教授 教育 その他

72,149

57,093

52,503 51,723

63,461

■専門的・技術的分野における在留資格の在留外国人は約２０万人で推移
■「人文知識・国際業務」及び「技術」の在留資格が全体の半数以上を占め，「技能」が微増傾向

（各年末現在）



専門的・技術的分野における外国人の入国・在留状況（国籍・地域別）

７

■専門的・技術的分野における国籍・地域別の新規入国者は，米国，中国が多く，韓国が続いている。
■専門的・技術的分野における国籍・地域別の在留外国人は，中国が４割を超えている。
※米国人入国者は「興行」で短期間滞在する者が多いため，在留外国人数は入国者数に比して少ない。

専門的・技術的分野における新規入国外国人（国籍・地域別）

11,850 11,357 10,804 9,970 10,337

13,805
8,799 7,588 7,841 9,286

4,773
8,799

3,461 5,254
8,635

4,216
3,616

4,074 3,562

3,930

4,483
2,744

2,380 2,635

3,225

33,022

21,778

24,196 22,461

28,048

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

H20 H21 H22 H23 H24

米国 中国 韓国 英国 フィリピン その他

72 149

52,503

57,093

51,723

63,461

専門的・技術的分野における在留外国人（国籍・地域別）

87,034 90,479 89,873 88,156 86,792

25,789 26,226 25,440 23,859 23,851

19,550 18,597 17,652 17,070 16,876

10,485 10,604 10,294 9,805 10,180

4,563 6,019 6,497 7,066 7,840
7,067 6,476 5,940 5,629 5,465

57,047 54,495 51,531
48,686 49,348

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

H20 H21 H22 H23 H24

中国 韓国・朝鮮 米国 インド ネパール 英国 その他

211,535 212,896 207,227
200,271 200,352

※１ 平成２３年までは外国人登録者数
※２ 平成２３年までは中国に台湾を含む
※３ 平成２４年は速報値

（各年末現在）



在留資格「留学」の在留外国人数

113,855

126,763
134,483

127,435

113,133

27,066

21,678

18,638

8,815

26,874

27,813

29,727

27,6113,903

4,384
5,147

5,767

4,793

2,197

2,587

3,022

3,589

3,213

3,271

3,510

3,542

3,315

28,251

26,821

32,361

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

H20 H21 H22 H23 H24

中国 韓国・朝鮮 ベトナム ネパール タイ その他

179,827

192,668
201,511

188,605
180,953

留学生の入国・在留状況

８

■平成２２年７月に「留学」と「就学」の在留資格を「留学」に一本化した。
■平成２４年における新規入国者数は約６万人であり，震災前の状況に回復しつつある。国籍別では中国
が約５割を占めている。

■平成２４年における在留外国人は約１８万人であり，国籍・地域別では中国が約６割を占めている。

※１ 平成２２年までは「留学」と「就学」の合算数

在留資格「留学」の新規入国者数

26,908

34,892
31,571

23,858

11,687

10,003

10,045

6,749

5,855

3,260

2,910

3,378

3,341

3,342
1,236

1,381

1,377

1,256

11,757

13,280

13,883

12,866

17,980

26,554

3,150

2,546

3,252

2,833

2,661

1,447

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

H20 H21 H22 H23 H24

中国 韓国 米国 中国（台湾） タイ その他

58,116

66,149

63,478

49,936

57,579

※１ 平成２２年までは「留学」と「就学」の合算数
※２ 平成２３年までは外国人登録者数
※３ 平成２３年までは中国に台湾を含む
※４ 平成２４年は速報値

（各年末現在）



研修生・技能実習生の入国・在留状況

９

■平成２４年における新規入国者数は約９万人であり，国籍・地域別では中国が約６割を占めている。
■平成２４年における在留外国人は約１５万人であり，国籍・地域別では中国が約７割を占めている。

※１ 旧制度の「研修」及び「特定活動（技能実習）を含む

※２ 平成２３年までは外国人登録者数

※３ 平成２３年までは中国に台湾を含む

※４ 平成２４年は速報値。

135,300

122,542

109,527 111,879

15,623

13,552

12,877

14,047
16,957

12,159

9,778

8,977

8,441

9,243

10,235

9,934

9,144

8,641

8,979

146,554

3,490

3,375

3,782

4,280

3,7562,550

2,516

2,656

2,965

2,530

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

中国 ベトナム インドネシア フィリピン タイ その他

153,344

146,696

159,431

175,002

191,816

在留資格「研修」及び「技能実習」の在留外国人数

53,876
51,095

7,124

4,890

5,334

7,664 8,576

6,213

3,980

4,424

4,722 5,202

5,678

4,726

4,423

4,530
4,997

2,698

3,027

3,398

10,310
11,422

10,790

51,419
49,097

68,860

2,979

3,704

12,604

10,300

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

中国 ベトナム インドネシア フィリピン タイ その他

101,879

80,480 77,727 82,104

85,872

在留資格「研修」及び「技能実習１号」の新規入国者数 （各年末現在）



「研修」 「特定活動」（技能実習） 「特定活動」（技能実習）

１年目 ２年目 ３年目

●１年目の研修生は労働関係法令の適用を受けない

●「研修」における非実務研修は，研修を受ける総時間数の比率によって決まる（原則３分の１以上）

入国 帰国

「技能実習１号イ」 「技能実習２号イ」 「技能実習２号イ」

１年目 ２年目 ３年目

●入国当初に雇用契約に基づかない講習を実施する場合を除いて，雇用契約に基づき技能実習生に労働

入国 帰国

技能検定基礎2級等合格

企業単独型の受入れ概要

旧制度

技能検定基礎2級等合格

新しい研修・技能実習制度

■平成２２年７月に改正入管法が施行され，現行の研修・技能実習制度が施行。

■技能実習生１年目から労働関係法令が適用される等技能実習生の保護を強化（企業単独型，団体監理型）

《非実務研修・実務研修》 《技能実習移行対象職種について企業等での技能等習熟》

労働関係法令適用

「技能実習１号ロ」 「技能実習２号ロ」 「技能実習２号ロ」

２か月

《企業等での技能等修得》《講習》 《技能実習２号移行対象職種について企業等での技能等習熟》

１年目 ２年目 ３年目

労働関係法令適用

団体の責任及び監理

●１年目の講習終了後から受入れ企業等との雇用契約に基づき技能実習生に労働関係法令が適用

●技能実習に対する受入れ団体の責任及び監理が技能実習終了時まで継続

入国 帰国

「研修」 「特定活動」（技能実習） 「特定活動」（技能実習）

《非実務研修・実務研修》 《技能実習移行対象職種について企業等での技能等習熟》

１年目 ２年目 ３年目

労働関係法令適用

団体による監理

●１年目の研修生は労働関係法令の適用を受けない

●受入れ団体による監理は１年目の研修のみ

入国 帰国

《企業等での技能等修得》 《技能実習２号移行対象職種について企業等での技能等習熟》

労働関係法令適用

団体監理型の受入れ概要

旧制度

現行制度

現行制度

●「研修」における非実務研修は，研修を受ける総時間数の比率によって決まる（原則３分の１以上）

技能検定基礎2級等合格
技能検定基礎2級等合格

（注） 現行制度での「研修」は公的な研修、実務作業を含まない研修に限られている。

10 



研修・技能実習制度における「不正行為」の概要

11

○ 平成24年類型別「不正行為」件数

１ 労働関係法令違反 １７３件（ ７２．１％）
２ 名義貸し １８件（２０．０％）
３ 研修計画との齟齬 １０件（４．１６％）

（注）「不正行為」件数は計２４０件（一つの機関に対して，複数
の類型により「不正行為」を通知する場合がある。）

○ 平成24年受入れ形態別「不正行為」機関数

143
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34

17

14

416

324

9
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Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

実習実施機関（団体監理型） 監理団体（団体監理型） 実習実施機関（企業単独型）

１９７
１８４

１６３

３６０

４５２

受入れ形態別「不正行為」機関数の推移

１８８機関 （９５．４％）実習実施機関

９機関 （４．６％）監理団体
団体

監理型

０機関 （ ０％）企業単独型

■改正入管法の施行により，研修生・技能実習生の保護の強化等制度の一層の適正化が図られ，平成２２
年に「不正行為」機関数は減少
■平成２４年の「不正行為」機関は全て団体管理型での受入れ機関。類型別では，労働関係法令の違反が
７割を占める。
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退去強制手続の流れ
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退去強制業務に係る統計，近年の取組み

13

○空港の直行通過区域（トランジットエリア）を
悪用し米国等第三国への不法入国を企図する
事案等の対策として直行通過区域内の巡回・
監視を強化

■入管法違反事件の推移・・・平成２５年１月１現在の不法残留者数は，６万２，００９人
■近年の取組・・・不法滞在者の小口化・分散化への対応，偽装滞在者対策，不法入国防止のための水際
対策等のため，より一層の情報収集・分析の強化，摘発班の再編成，機動班の設置等を実施

0

10000

20000

30000

40000

50000

(人)

総数

不法就労者

総数 39382 32661 24213 20659 15178

不法就労者 32471 26545 19490 13913 8979

平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年

○不法滞在者が小口化・分散化していることから，
摘発班を小規模化するなど再編成し，警察等関係
機関との更なる連携強化による摘発の推進

○多数の不法滞在者や偽装滞在者に係る情報の
ほか，警察等関係機関との情報交換又は雇用状
況届出情報など，各種情報の収集・分析の強化

○不法出入国等の対策として，東日本，西日本，
北日本，東京湾岸千葉及び横浜並びに神戸機動
班を設置し，海港及び沿岸地域のパトロール，入
港船舶に対する船内サーチを強力に推進

78,488

平成

２３年

62,00967,06591,778113,072
不法
残留
者数

平成

２５年

平成

２４年

平成

２２年

平成

２１年
年

（注）各年１月１日現在

○積極的な広報等により，出頭しやすい環境を
整備し，一層の自主的な出頭申告の促進を
図っている

（人）



入国者収容所等視察委員会

14

入国者収容所等視察委員会
法務大臣が任命＝人格見識が高く，収容施設の運営の

改善向上に熱意

委員会＝１０名の委員で構成
→学識経験者，法曹関係者，医療関係者，
国際機関関係者， ＮＰＯ関係者
及び地域住民代表者

★

★
東日本センター

各視察委員会管轄区域

●●●●●
●

●
●

●

●

●

●

●
●

●

札幌入国管理局

仙台入国管理局

東京入国管理局

大阪入国管理局

高松入国管理局

成田空港支局

羽田空港支局

横浜支局

中部空港支局

那覇支局

関西空港支局

名古屋入国管理局

大村センター

福岡入国管理局

広島入国管理局

神戸支局

西日本センター

★

西日本地区
視察委員会

東日本地区
視察委員会

■平成２２年７月設置
■法務大臣が任命する有識者で構成
■東日本地区，西日本地区に各１０名
■委員は，視察や被収容者との面接に関する法的権限を有し，実情を的確に把握
■所長，地方局長に意見を述べることができる
→視察対象：入国管理センター３か所，地方入国管理局・支局の収容場１５か所，出国待機施設４か所

■委員会が入国者収容所長等に対して述べた意見・講じられた措置の概要を公表

警備処遇の透明性の確保，入国者収容所等の運営の改善向上を図る。



難民認定手続の流れ
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難民認定業務に係る統計，近年の取組み
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難民認定申請（異議申立て）の急増 第三国定住難民の受入れ

難民認定申請数・異議申立数の推移

816

2,545

1,867

1,599

1,388

1,202

954

426
336 384

226 209 183
340 362

429

1,156

859

1,719

1,738

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成15 16 17 18 19 20 21 22 23 24年

申請数

異議申立数

（人）

申請数・異議申立数いずれも１０年前の７倍
以上に増加。これに対処するため，

○難民調査官の能力向上

○出身国情報の収集強化

○処理期間の目標設定

等の取り組みを実施

○「第三国定住」とは，「本国への自主帰還」「第一次
庇護国への定住」と並ぶ難民問題の恒久的解決策

○我が国は，アジア初の実施国として，22年度からパ
イロットケースとしてタイのキャンプのミャンマー難民を
受入れ開始，26年度まで5年間実施予定

○22年度は5家族27名，23年度は4家族18名が来日。
24年度は3家族16名を選定したがいずれも来日を辞
退

○対象キャンプ・受入れ家族の範囲の拡大等を行い，
25年度の受入れ手続を実施中



新しい在留管理制度における情報管理

17

住民基本台帳制度住民基本台帳制度
（外国人住民）（外国人住民）

Ａ市

住民票

在留管理に必要な情報在留管理に必要な情報
・氏名，生年月日，性別，国籍，住居地等
・在留資格の基礎となる事項
（所属機関，身分関係）

法務省 市町村

住居地届出

■我が国に中長期間在留する外国人の在留管理に必要な情報を法務大臣が一元的に把握
■外国人住民は住民基本台帳制度の対象に
⇒在留カードを提示して住民基本台帳法上の転入（転居）届を行うことにより，法務大臣に
対する入管法上の住居地届出を行ったものとみなされる。

■法務省と市町村との間の情報連携により住民基本台帳の正確性を確保

住民基本台帳の情報に基づいて
行政サービス提供

上陸・在留申請

身分事項の変更届出
所属機関の変更届出
婚姻関係の変更届出
など

在留カードの交付

情報連携

地方入国管理局

中長期在留者を受け入れ
ている企業・教育機関

受入れの開始・終了
に係る届出
など

事
実
の
調
査

中長期在留者



１

住 民 票
男

女

国民健康保険 後期高齢者医療 国民年金

介護保険 児童手当

年 月 日 年 月 日

資格得喪・種別変更

得 ・ 種変 ・ 喪
得 ・ 種変 ・ 喪

１ ・ 任
１ ・ 任

年 月 日
年 月 日

支給終了支給開始

年 月 日
年 月 年 月

年 月年 月

年 月 日

資格喪失

年 月 日
退 ・ 被扶

資格取得

非該当年月日該当年月日
退職被保険者又
は被扶養者の別

年 月 日年 月 日退 ・ 被扶

平成２４年 ８月 １日○○県○○市○○１丁目１番１号 ○○マンション２０２号

世帯主の
氏 名

前 住 所 平成２４年８月１日 □□県□□市□□３丁目２番地１ から転入
平成２４年 ８月 ３日

届出

韓国

性別 住民票コード １２３・・・・・４５６生年月日 １９６０年 ７月 ８日

住 所
外国人住民
となった年月日

金田 太郎
世帯主との
続 柄 妻

氏 名

通 称

KIM EUNHEE

金田 花子

通称の記載
及び削除に
関する事項

在留資格

在留期間等

仮滞在許可者

経過滞在者(国籍喪失) 

特別永住者 日本人の配偶者等

国籍・地域

備 考

第３０条の４
５に規定する
区分

通 称 削除年月日削除市町村名記載年月日記載市町村名

中長期在留者

一時庇護許可者

経過滞在者(出生)

・・・・・・・・・

３年 在留期間の
満了の日

在留カード等
の番号

２０１５年 ７月３０日

年 月 日 年 月 日

資格喪失

年 月 日

金田 花子 ○○市 平成24年8月3日

基礎年金番号

年 月 日 年 月 日

資格取得

年 月 日
年 月 日

年 月 日

資格取得 資格喪失

年 月 日

１ 3

4

5 6

7

※１ ①氏名，②生年月日，③性別，④国籍・地域，⑤第３０条の４５に規定する区分，⑥在留資格，⑦在留期間，
⑧在留期間の満了の日及び⑨在留カード等の番号に係る情報が法務省からの通知の対象となる。

※２ 上記①～⑨以外の，通称，世帯主及び住民票コード等に関する情報は法務省からの通知の対象とならない。

※１ ①氏名，②生年月日，③性別，④国籍・地域，⑤第３０条の４５に規定する区分，⑥在留資格，⑦在留期間，
⑧在留期間の満了の日及び⑨在留カード等の番号に係る情報が法務省からの通知の対象となる。

※２ 上記①～⑨以外の，通称，世帯主及び住民票コード等に関する情報は法務省からの通知の対象とならない。

2

8

9

市区町村との情報連携

18



在留カードの記載事項

19

■在留カードは，中長期在留者に対し，上陸許可や，在留期間更新許可などの在留に係
る許可に伴って交付
■在留カードには就労可能性を分かり易く表記

在留カード

特別永住者証明書

在留カード番号

特別永住者証明書
番号

就労制限の有無

顔写真：有効
期間の満了
日が１６歳未
満の誕生日ま
でとなってい
るカードには
写真は表示さ
れない。

住居地：変
更があった
場合は裏面
に記載する。
※特別永住
者証明書に
ついても
同様。

有効期間

（注）外国人登録証明書は，改正入管法施行（平成２
４年７月９日）以降，一定期間，在留カード又は特別永
住者証明書とみなされる。

有効期間

顔写真：有効
期間の満了
日が１６歳未
満の誕生日ま
でとなってい
るカードには
写真は表示さ
れない。

資格外活動許可：資格
外活動許可を受けたと
きに，その旨及び許可
した活動の要旨が記載
される。

在留期間更新等許可
申請：在留期間更新許
可申請・在留資格変更
許可申請をしたときに，
これらの申請中である
ことが記載される。

（表面） （裏面）

【参考】特別永住者には特別永住者証明書が交付される。

○在留カード及び特別永住者証明書（以下，在
留カード等）に偽変造防止を目的としてICチップ
（写真を含むカード券面情報を記録）を搭載。
○インターネットにより在留カード等の番号が失
効しているかどうかを確認可能。
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